
つ う うんじぎ

3 嬰蒸から十'l~t成される。基本巡賃料金は通連事業の中桜をなす

業務と付 ;m・業務とにつき，各料金鍾別ごとに単位当り料率を定

め，一定のものについては全国を 4 段階の号級に区分 して較差

を設け， 他は全国一率となっている。適用方は運賃料金の収受

基本運賃料金表(昭和32 ・ 6 現在)

号
級 ト吋2 号級躯 ~IJ 3 号級 4 号級

月リ

E日15 1 15 

着" 10 1 10 10 
JIX J&料

37 :;144 lf I 11 30 

f1( 4卜;7卜??J~ jlï f;( 自 11料
取 在日 " 

30kg まで 301301 301 30 

3km 以内 30kg をこえるもの11
10kg までを土問すごと 7 
tこ

小口敏 30kg まで 6 

3mkmまをでこをえJì'るl すものtま 2 30kg をこえるすものはk こ.と tこ

j且貸料
10kg までを地ごと 2 
tこ

ただしl期係鉄道の集配区威内のものは，距離にかかわらず 3km 以内の料率に
ま式己t主 よる。

2km 以内 1 t までごとに 200 190 180 170 
配達料

3km 以内 220 210 200 190 

llï 扱
4km 以内 235 225 215 205 

5km 以内 250 240 230 220 

5km を こえるものt主 1
20 20 20 " 20 

km ま でをJ1'1すごとに

ji[ 料 到 着" 501 501 501 50 

l竺二
90 90 

発送 10，000 円ま で 180 180 180 

品代金
10，000円 をこえるものは

90 90 90 10， 000円ま でをJì'iすごとに

J&立料 5，000 向まで 1 口につき 60 60 60 60 

到着 10，000 門ま で " 120 120 120 120 

10， 000円をでこをえ胤るすもの 11
10，000内ま ごとに " 60 60 60 60 

1 ，∞ D 円まで 1 口につき

:片
30 30 

発送 5.000 門まで " 60 60 

5.000 円をでこをえ則るすものt主
着払 5.000 円ま ごと tこ " 30 30 30 

手数料 1 ，000 門まで 1 口につき 20 

i出i到着 5，000 円まで " 40 

5，000 円をこえるものは
" 20 5,000 P'lまでをI相すごとに

小口敬1 30mをこえる もの 1 50kg までことに 15 15 

30mをこえ 1 t ま でごとに 50 50 50 移送料 50m まで

耳工 扱 50mをこえるものt主

" 10 10 10 
10m までを刷すごと

一料 H 口 扱 H∞ kg 1 日れごとにいほほ|す
車 扱 1 t 1 日までことに II 20 

| はしけ等の水上蹴具を使用する場合の集貸料または配達料は， 当該地方におけるはし
| け等の所定巡貨による o 7kt品料またははしけ僚料は， 当該港湾における沿岸荷役の所定料

金による.
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条件 ・ 計算方法および特殊な場合における

取扱方を定め，割増芸名表は取扱物品の種別 ・

作業方法および自然的条件等に応じて， 一

定の率を加算書U l:\'ilする仕組となっている。

参考丈献太田猛夫著通遂事業運賃料

金の解説明日和 29) 0 (太田猛夫)

つ うう ん じ ぎ ょう ち ょうさ きそ く 通運

事業調査規則 通巡事業法は第 37 条第 1

項において L運輸大臣は第 l 条の目的を達

成するため必要がある と 認めるときは i通

運事業者ーまたはi函連計算事業者に，事業に

|誕l し報告させることができる1 と規定 して

いる。 通運事業調査規則は，この規定にも

とづき徴集する報告に関する手続を定めた

ものである。この規則は昭和 25 ・ 12 運輸省

令第 100 号をもって公布され，翌 26 ・ 1 ・ 1 か

ら施行された。 28 ・ 6 に報告類の簡素化のた

め一部改正が行われた。この規則により提

出すべき報告は，定期報告と臨時報告に分

れ， 定期報告は営業報告書 ・ 業務数量 ・ 運

搬具 ・ 従業員 ・ 施設等に関する報告書で B

tm類がある。(高柳卓)

つううん じぎ ょう のかいけい 通達事業

の会計 小運送業法(昭和 12 ・ 4 法律第 45

号)第 5 条 L主務大臣ハ小運送業者ヲシテ

其/事業ニ関γ報告ヲ為サγ メ 1 によ

り ， 小運送業法施行規貝1](昭和 12 ・ 9 鉄道省

令第 6 号)第 21 条 L小運送業者ハ毎年 4 月

1 日ヨリ翌年 3 月 31 日迄ノ営業概況報告

書ヲ取扱駅毎エ作成シ毎年 5 月 31 日迄ニ

之ヲ提出スベシ。会社ニ在リテハ前項ニ依

ノレ/ 外営業年度毎ニ営業報告書ヲ当該営業

年度経過後 2 月 内ニ提出スベ・:/'1 と制定さ

れて ， 営業報告書の作成および提出義務が

初めて隷せられた。昭和 24年小運送業法が

廃止され，これに代って遜遂事業法(昭和

24 ・ 12 法律第 241 号)が制定されたが，同法

第 25 条 L通遂事業者は， 省令で定める様式

の帳簿書類によりその会計ーを処理しなけれ

ばならなし、1 により ，通遂事業の会計処湿

について，これが省令に委任されたのであ

る。委任規定が定められた後，企業会計原

則の設定 ・ 商法お よ び税法の改正等， 財務

関係諸法令および遵守すべき会計基準が改

められたので，企業会計原則を基盤とし，

通運事業の業態に適応する会計処理方式を

もって体系づけ，さらに商法および税法と

の調整をはかつて規程化した L迅速事業の

財務諸表の段式を定める省令1 (fli3和 28 ・ 2

運輸省令第 6 号)が，通迷事業法施行後 4

年にして制定されたのである。

一方経営成績および財政状態の成果表示

としての営業報告書は， 同法第 37 条第 1 項

L通輸大臣は第 l 条の目的を達成するため




